
事業事前評価表 

 

国際協力機構中東・欧州部中東第一課 

１．案件名（国名） 

国名：モロッコ王国  

案件名：高アトラス地域における洪水予警報システム構築計画 

 The Project for Flood Forecasting and Warning System in High Atlas Area 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における治水セクターの現状と課題 

モロッコの主要河川は、急峻な高アトラス山脈から流れており、河川洪水や土石流など

による被害が発生している。特に、1995年のウリカ渓谷での土石流被害（死者200人以上）

や2002年の集中豪雨（死者60人以上・物的被害8億円以上）等大規模災害も発生している。

モロッコ政府は1995年の土石流被害以来、洪水被害軽減のための取組み（浸食対策・砂防

施設等）に注力している。 

(2) 当該国における治水セクターの開発政策における本事業の位置づけ 

モロッコでは、2009年から2030年までのセクター別戦略として総合水資源管理計画

（GIRE）が策定されており、その項目の一つが「洪水・旱魃のリスクに対する脆弱性の減

少」であり、洪水対策は同国の重要な政策として位置づけられている。また、洪水対策国

家計画（PNPI）では、洪水発生リスクが高く、対策を講じるべき優先地域として本事業の

対象サイトを含む50地域を選定している。 

(3) 治水セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

対モロッコ「事業展開計画」では、水資源確保とその有効利用を主要な開発課題として

おり、流域環境管理の観点から、洪水対策にかかる支援を継続して実施している。過去の

実績は以下のとおり。 

・開発調査「アトラス地域洪水予警報システム計画調査」（2000 年～2004 年） 

テンシフト流域を対象にした洪水予警報システムのマスタープランを策定し、その有効

性検証のためのパイロットプロジェクトをウリカ流域で実施した。 

・技術協力プロジェクト「アトラス地域洪水対策プロジェクト」（2004 年～2007 年） 

開発調査で導入したシステムの適切な管理・運用のための能力を強化すべく、短期専門家

（洪水予警報システム、テレメータ機器、砂防対策）を派遣した。 

・無償資金協力「洪水対策機材整備計画」（2007 年 8 月 E/N 署名、7.82 億円） 

緊急性の高い 30 サイトの中小ダム建設及び河川水路整備等に必要な機材供与を行った。 

上述の協力成果として、2006 年に 2度発生した洪水では、人的被害が 2人に止まり、同開

発調査のパイロットプロジェクトで警報局を設置した地域では、死者が出なかったことに

より、モロッコからも洪水予警報システムの有効性については、高い評価を得ている。 

(4) 他の援助機関の対応 

モロッコ水利・環境庁（SEEE）が、テレメータシステムによる水文観測の自動化に取組

んでおり、仏国がウェルガ流域及びブレグレグ/シャゥイヤ流域、米国がスース/マッサ流

域、スペインがマルティル流域で洪水予警報システムの整備を行っている。 

 



 2

３．事業概要  

(1) 事業の目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

高アトラス地域において洪水予警報システムを構築することにより、洪水リスク軽減を

図る。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

・テンシフト川ウリカ流域（流域人口 10.2 万人） 

・テンシフト川レラヤ流域（流域人口 5.6 万人） 

(3) 事業概要 

1) 土木工事、調達機器等の内容 

【機材】水文観測・データ収集サブシステム（雨量観測局、水位観測局、雨量・水位観

測局）、データ分析・洪水情報伝達サブシステム（データ処理・蓄積・分析装置、

マイクロ多重無線装置、無線警報監視制御装置、ウェブサーバー、モニター局）、

警報発令・伝達システム（洪水警報制御監視局制御コンソール、洪水モニター

装置、遠隔操作自動警報局）（合計 42 品目） 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

 システムの維持管理、適切な警報発令基準の設定、避難訓練運営能力の強化、運用・維

持管理コミティーの再構築  

(4) 総事業費/概算協力額 

 総事業費 5.98 億円（概算協力額（日本側）：5.86 億円、モロッコ側：0.12 億円） 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2011 年 4 月～2013 年 3 月を予定（計 24 ヶ月。詳細設計、入札期間を含む） 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

テンシフト流域公社（ABH-T） 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：C 

② 影響と緩和・軽減策：環境への望ましくない影響は最小限であると想定されるとこ

ろ、特になし。 

2) 貧困削減促進：特になし 

3) ジェンダー：特になし 

(8) 他援助機関等との連携・役割分担：特になし 

(9) その他特記事項：特になし 

 

(1)事業実施のための前提条件 

特になし 

(2)プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

 特になし 

 

以前実施した開発調査では、ABH-Tのみを対象にパイロットプロジェクトを実施したが、

警報局の維持管理、警報発令および地域住民への避難勧告などはアルハウズ県の役割とな

４. 外部条件・リスクコントロール 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
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る。観測から警報発令までの一連の業務を行うためにも、ABH-Tと県の連携が必要になる。

その教訓から、ソフトコンポーネントの活動の一部として、両者の連携強化に向けた活動

を実施する。 

６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
(1) 妥当性 

本事業は、2.事業の背景と必要性で記述のとおり、モロッコのニーズと開発政策に合致

している。当該 2 流域は、同国が 2002 年に策定した洪水対策国家計画（PNPI）において、

災害内容（頻度・死者数）や災害ポテンシャル等の 4 大項目からなる基準に照らし高リス

ク流域であり、洪水対策上重要な流域とされている。両流域は、年間数万人の観光客が訪

れる観光地でもあることから、早急な対策が求められている。日本は急峻な山地を有して

おり、台風や梅雨に起因する洪水に対応した予警報システムの経験を豊富に有しているこ

とから、当該分野に支援することの比較優位性は高い。 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

指標名 基準値（2009 年） 目標値（2015 年） 

【事業完成３年後】 

基準値以上の降雨時の警報発令確率（％） 0 100
 
 2) 定性的効果 

・発令された警報に基づいて、関係機関が正しく避難誘導を実施する。 

・対象流域の住民や観光客の生命が保護される。 

・対象流域の社会・経済および観光開発に寄与する。 

 

７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

  6.(2) 1)のとおり。 
   
(2) 今後の評価のタイミング 

  ・事後評価    事業完成３年後 
以 上 


